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１．はじめに

１．１　研究背景・目的
　2011年3月11日に東北地方太平洋沖地震が発生し、新宿等を始めとした首都圏の主要ターミナル駅周辺において、交通機関の停止による帰宅困難者が発生した。帰宅困難者の一斉帰宅によって生じる、渋滞による緊急車両の遅延や群衆雪崩等に注目が集まり、業務地域における災害対策の必要性が再確認された。また、想定の東京湾北部地震では帰宅困難者が最大約517万人2）、南海トラフ地震での当日中の帰宅が困難な人数は、中京都市圏で最大約110万人、京阪神都市圏で最大約270万人と想定されている3）。これらを受け、政府は大規模地震発生時において、むやみに移動を開始しないことを原則とし、企業等における従業員等の施設内待機や一時滞在施設の確保等を推奨している1）。都市再生特別措置法の改正で、都市再生安全確保計画制度が創設された。本制度により主要ターミナル駅を対象に、自治体と周辺事業者からなる協議会が地域内の滞在者等の安全確保のための計画を策定し、対策を進めている。滞留者対策の一層の発展のために、各地の実態を把握する必要がある。

本研究では、主要ターミナル駅周辺地域を対象として、災害時滞留者対策の進捗状況に関して実態調査と課題抽出を行う。
１．２　関連研究のレビュー
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　＊：工学院大学大学院工学院大学工学研究科建築学専攻，＊＊：工学院大学建築学部まちづくり学科
　災害時の鉄道駅の滞留者に着目したものとして、西山ら2）による駅間の人の移動に関して、シミュレーションから災害後の運転再開における首都圏鉄道駅での課題を検討したものがある。加えて、大原ら3）のターミナル駅における災害時の群集の行動をパターンに分けて、課題を検討したものがある。また、エリア防災における地域の施設の対応に着目したものとして、新藤ら4）の新宿駅周辺を対象に現地本部訓練による課題と現況の取組を危機対応の国際規格との比較によって評価したものがある。また、黒木ら5）の再開発地区における災害時の地域連携と各施設の防災性能をヒアリングとアンケートによって明らかにしたものなどがある。帰宅困難者が発生した場合での地域の受入能力の実態調査を行ったものとして、大窪ら6）の観光地である松本城とその周辺地域での防災拠点としての能力評価等の研究がある。主要ターミナル駅において、複数地域を対象に実態調査を基にした、課題の検討を行った事例はない。
１．３　研究方法
　本研究では、災害時の主要ターミナル駅の滞留者対策の実態調査に関して、都市再生安全確保計画の策定地域を対象とする。調査内容は都市再生安全確保計画の進捗状況の調査と周辺施設の整備状況の調査により構成される。

都市再生安全確保計画の調査においては、まず各計画策定地域の計画書の内容を整理する。都市再生安全確保計画作成の手引き5）の対策のイメージを基に、項目と対策が一対一になるよう細分化した表1のような対策項目を作成し、この対策の項目を用いて、各地域の計画書の記載内容を把握した。対象としたのは現在計画を策定している26地域である。次に、各自治体の都市再生安全確保計画の担当部署に対し、表2に示すアンケートを行うことで計画の進捗状況を調査した。アンケートの中で、作成している対策項目を表にしたものを用いて、計画の記載内容の修正と各項目の実施状況に関して回答を求めた。2回目の自治体へのアンケート対象に関しては、1回目のアンケート時点では、計画を策定していなかった八重洲地域も対象としている。

周辺施設の調査に関しては、滞留者の滞在に必要な備えに関して、表3・表4のようなアンケートを行うことで調査する。対象は地域の企業等に属さない滞留者の受入先である各地域の一時滞在施設と、過去に帰宅困難者が問題となった新宿をモデルに新宿駅周辺防災対策協議会の施設管理者とした。一時滞在施設に対するアンケートに関しては、前述した
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➀ 建築物の 耐震性能の 向上   ( 滞在者等の 直接被害の 防止 )  ・建築物の耐震性の確保   ・家具 , 備品の転倒 , 落下防止措置   ・エレベーターの閉じ込め防止   ・地域の建築物の不燃化   ・窓ガラス・看板等の落下防止  ⑧ 救急・ 救護活動 の円滑な 実施  ・臨時救護所等の整備   ・医療物資等の備蓄倉庫の整備   ・遺体安置所の整備   ・負傷者発生状況等共有の情報通信機器の整備   ・負傷者の搬送ルートの整備  

 

 

 

 

・災害マップ作成   ・エレベーターの点検   ・エレベーターからの救出訓練の実施   ・負傷者対応に関するマニュアルの整備   ・遺体の取り扱いに係るマニュアルの整備   ・地域の安全性の確認の実施   ・負傷者を保護する組織体制の整備   ・応急、救命手当に関する人材育成   ・負傷者救護、搬送訓練の実施   

 

 

② 建築物の 防火性能の 向上  ・建築物の不燃化   ・初期消火設備等の整備   ・初期消火設備の耐震化   ・延焼防止の公開空地、緑地帯等の整備    

 

 

⑨ 災害情 報の共有  ・災害時統括拠点の整備   ・被災状況等確認のための情報通信機器の整備   ・非常用発電機の整備   ・非常用発電機や受変電設備の耐震性の確保   

・緑地帯、消火機器等の管理   ・災害時の出火抑制の意識啓発   ・消防関連設備の使用訓練の実施    

 

 

③ 建築物内 残留が可能 な仕組みづ くり   ( むやみな退 避の抑止 )  ・建築物の耐震性の確保   ・建築物健全度判定システムの設置   ・統括担当機能の設置   ・災害対策機器（建築物健全度判定システム）の維持管理   ・建築物健全度判定システム維持管理マニュアルの整備   ・情報共有訓練の実施   

 

・建築物被災程度の確認体制の整備   ・建築物健全度判定システムの維持管理   ・建築物の安全確認マニュアル整備   ・建築物の安全確認訓練の実施   ・残留の判断とその周知マニュアルの整備   ・残留の判断とその周知訓練の実施    

 

⑩ 帰宅困 難者の安 全確保  ・建築物の耐震性の確保   ・退避施設の整備   ・備蓄倉庫の整備   ・非常用電源等供給施設（エネルギー供給施設）の整備   

 

 

 

④ 円滑な退 避の確保   （退避の際 の混雑・混 乱の回避）  ・退避経路と経路沿いの構造物の耐震化   ・退避経路の整備   ・退避経路情報 等 の発信機器の整備   ・退避施設協定の締結   ・退避施設の管理   ・備蓄倉庫の管理   ・退避施設に係るマニュアル（施設への誘導 等 ）の整備   ・エネルギーの受入に係る 運営 のマニュアル整備   ・管理協定の締結   ・非常用電源等供給施設の維持管理   ・非常用電源等供給施設 協定 の締結   ・退避施設に係る訓練の実施   

 

 

・在館者への建物内滞留に係る周知   ・退避誘導マニュアルの整備   ・退避誘導訓練の実施   ・退避経路の管理   ・情報発信機器の管理   ・要支援対象者対応   ・退避の判断を行う人材の育成    

 

 

 

 

 

⑪ 警備・ 交通誘導 に係る対 策  ・情報発信機器の設置   ・物資略奪等トラブル監視の情報収集機器の設置   

⑤ 円滑な退 避の確保   ( 一時退避場 所の確保 ）  ・一時退避場所の整備   ・退避経路の整備    

・交通誘導に係るマニュアルの整備（一般車両対策）   ・一般車両誘導のマニュアルの整備（緊急車両対策）   ・退避施設等見回り の マニュアルの整備（見回り対策）   ・交通誘導訓練の実施（一般車両対策）   ・交通誘導訓練の実施（緊急車両対策）   ・警備訓練の実施（見回り対策）   

・一時退避場所の管理   ・一時退避場所の従業員   ・占有者への周知   ・退避経路の管理   ・退避経路利用のルールの整備   ・要支援対象者対応   ・滞在者の安否確認マニュアルの整備   ・滞在者の安否確認訓練の実施    

 

 

 

 

⑫ ごみ、 し尿、が れき処理  ・非常用トイレの整備   ・仮設ゴミ置き場の整備   

 

・簡易トイレの備蓄   ・ごみ、し尿等の処理に係るマニュアルの整備   ・ごみ、し尿等の処理に係る訓練の実施   

⑥ 退避施設 に係る対策  ・退避施設の整備   ・備蓄倉庫の整備   ・物資搬送経路の整備    

 

⑬ 業務機 能の自立 性確保  ・災害時に利用可能な電源設備の整備   ・燃料供給設備の設備   ・非常用電気等供給施設の設備   ・上水貯留設備の整備   ・中水道設備の整備   ・通信停止に対応するための情報通信設備の整備   ・エレベーターの改修   

・退避施設協定の締結   ・退避施設の整備   ・退避施設への誘導マニュアルの整備   ・備蓄物資の管理   ・備蓄倉庫の管理協定の締結   ・退避施設への誘導訓練の実施   ・備蓄物資の配給マニュアルの整備   ・備蓄物資の配給訓練の実施   ・物資輸送ルートマップの整備   ・物資輸送訓練の実施   ・施設間の物資相互融通のルールの整備    

 

 

 

 

 

・電源の確保   ・燃料の確保   ・エレベーターの再運転対策   ・非常用電源等供給施設の維持管理   ・非常用電源等供給施設 協定 の締結   ・エネルギー受入に係る 運営 のマニュアル整備   ・エネルギー受入に係る 運営 の訓練の実施   

 

 

 

 

⑦ 初期消火 の実施  ・初期消火設備の整備   ・初期消火設備の耐震化    

 

・消火体制の整備   ・消火設備等の管理   ・出火抑制の意識啓発   ・消防関連設備の使用訓練の実施  ⑭ 業務機 能喪失の 抑制  ・建築物の耐震性の確保   ・家具、備品の落下、転倒防止措置   ・代替機能の確保   

 

 

・業務スペース等の融通   
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その他 未回答


自治体の都市再生安全確保計画の担当部署に対して行ったアンケートで、質問し回答された協定を結んでいる一時滞在施設を対象に行った。以上のような調査から抽出した課題を基に、主要ターミナル駅における滞留者対策に対し提案を行う。
２．都市再生安全確保計画の現状調査

　各地域の滞留者受入能力に関して表5に示す。なお、地区・地域名はふせた。G地区（東京都）とK地域（大阪府）以外は溢れ率（滞留者の想定人数（人）/受入人数の合計（人））が100%を超えており、多くの地域で受入能力が不足していた。特に帰宅困難者の想定人数が多い地域は、十分な受入能力の確保は難しいと考えられる。

計画運用のメリットに関する自由記述をアフターコーディングで分析したものを図1に示す。メリットは25の全地域が回答し、すべての自治体がメリットを感じていることが分かる。関係機関との連携に関する回答が13地域と最多で、災害対策の回答が11地域と次いで多く、エリア防災の向上に効果があると伺える。災害対策の小項目においては備蓄スペースの確保や一時滞在施設の指定等の回答が3地域と多く、ハード面での整備で効果があると考えられる。回答単独では補助金の活用の5地域と回答が最も多く、支援制度の中で金銭面での補助が効果を実感されている。対して、地域の評価の回答が2地域と少なく、計画の目的の一つの、地域ブランドの向上にはあまり繋がっていないと考えられる。

計画運用の課題に関して自由記述をアフターコーディングで分析したものを図2に示す。課題に関して25地域中18地域が回答しており、多くの地域で課題を抱えていることが分かる。最も多い回答は関係機関の連携で、11地域が回答しており、小項目において、インセンティブの提示や事業者の主体性等、事業者の動機づけが課題である。また、施設の責任問題等の法整備に関して、一時滞在施設の施設管理者の故意・過失のない場合の事故等の責任の取り決めがない地域が45%であり、対応が必要である（図3）。

目的ごとに合計した各地域の計画書の記載内容と実施状況を図4に示す。⑩帰宅困難者の安全確保や④円滑な退避の確保や⑥退避施設に係る対策等の滞留者に直接的に影響する項目に関して、計画の記載・実施がともに高い傾向にある。対して、①建築物の耐火性能や②建築物の防火性能や⑬業務機能の自立性確保等の周辺施設の災害対応に関する項目で記載・実施が低い。また、⑪警備・交通誘導に係る対策や⑫ごみ・し尿・がれき処理の滞留者対策と直接的な関係性の薄い項目に関しても、記載・実施が低い。そのため、有事の際、施設が被害を受け、一時滞在施設が開設できないことや従業員等が施設で待機できないこと等が考えられる。
３. ターミナル駅周辺施設の調査
表2　自治体へのアンケート概要
	対象
	自治体の都市再生安全確保計画担当

	日程
	1回目：2019年11月2日～12月2日
2回目：2020年11月20日～12月11日

	配布
	1回目：配布25件、回収25件:回収率100%
2回目：配布26件、回収23件:回収率88%

	質問項目
	1回目
	2回目

	
	・都市再生安全確保計画の
記載内容・進捗状況
・情報収集提供手段の整備
・都市再生安全確保計画の　
運用に対する所感
・一時滞在施設の整備状況
	・情報提供設備の整備
・非常用電源の確保
・感染症対策の状況
・事故等の責任の所在
・地震以外の災害への対応
・要配慮者支援について


表3　一時滞在施設に関するアンケート概要
	対象
	一時滞在施設の施設管理者

	日程
	2019年12月13日～2020年1月31日

	配布
	配布213件、有効回答83件（有効回答率39%）

	質問項目
	・非常用電源の整備　・備蓄、トイレの用意
・滞在場所について　・情報提供方法の整備
・滞留者受入の課題　・一時滞在施設運営への懸念


表4　施設内滞在に関するアンケートの概要
	対象
	新宿駅周辺防災対策協議会の施設管理者

	日程
	2020年11月19日～12月18日

	配布
	配布34件、有効回答11件(有効回答率32%）

	質問項目
	・建築物の基本情報      ・感染症対策
・備蓄品の確保          ・非常用電源の確保
・情報提供ツールの確保  ・従業員への対応
・施設内待機への懸念


表5　各地域の滞留者の受入能力
	地域名
	受入人数の
合計（人）
	滞留想定
人数（人）
	溢れ率※

	A地区
	40,109
	46,000
	115%

	B地域
	14,557
	30,500
	210%

	C地域
	22,071
	53,000
	240%

	D地区
	5,100
	13386 
	262%

	E地域
	16,001
	50,257
	314%

	F地区
	25,000
	42,000
	168%

	G地区
	9,970
	5,320
	53%

	H地区
	14,000
	27,000
	193%

	I地域
	1,227
	3,235
	264%

	J地域
	25,000
	42,000
	168%

	K地域
	38,000
	16,000
	42%

	L地域
	1,200
	70,000
	5,833%

	M地域
	1,060
	1,900
	179%

	N地区
	23,467
	38,000
	162%


※溢れ率：滞留者の想定人数（人）/受入人数の合計（人） 
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図1　計画運用のメリット
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図2　計画運用の課題
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➀建築物の耐震性能の向上（滞在者等の直接被害防止）
②建築物の防火性能の向上

③建築物内残留が可能な仕組みづくり

④円滑な退避の確保（退避の際の混雑・混乱の回避）

⑤円滑な退避の確保（一時退避場所の確保）

⑥退避施設に係る対策　　　　　　　⑦初期消火の実施

⑧救急・救護活動の円滑な実施　　　⑨災害情報の共有

⑩帰宅困難者の安全確保　　　⑪警備・交通誘導に係る対策

⑫ごみ・し尿・がれき処理　　⑬業務機能の自立性確保

⑭業務機能喪失の抑制
図4　都市再生安全確保計画の実施・記載状況
３.１ 一時滞在施設の整備状況の把握
　各滞在施設の整備状況に関して、表6に示す。物
資等の充足に関しては、政府が求めている一時滞在施設の開設期間である3日までの滞在を検討した。飲料水においては、備蓄の量を何人×何日分で回答を求め、容量（ℓ）での回答の場合1日当たり3ℓで滞在可能期間を求めた。食料においては、飲料水と同様に何人×何日分で回答を求め、食数での回答
の場合は一人当たり1日3食で計算した。飲料水と食料はそれぞれ、受入を想定している人数に配布するものとして計算を行った。発電機からの受電可能期間に関しては、施設で備えている非常用発電機等から1日24時間の稼働が必要として、稼働可能日数を計算したものである。想定受入人数に対する滞在スペースの一人当たりの面積において、避難所の一人当たりの基準である1.65㎡以上であるかを確認した。49%の施設が、一人当たり1.65㎡を上回っていたが、値を下回っていた施設に関しては、受入人数の見直しか受入スペースの拡充が必要であると考えられる。飲料水においては1日滞在が40%、2日滞在が30%、3日滞在が27%であった。食料に関して1日滞在42%、2日滞在は31%、3日滞在は29%であった。トイレに関しては仮設トイレや簡易トイレ等の災害時にも使用することができるトイレの有無を求め、53%の施設が災害時に使用できるトイレが準備されており、トイレの用意に関しても進める必要があると考えられる。一時滞在施設運営マニュアルに関しては、整備を行っている施設が49%、マニュアルに沿った訓練を実施している施設は35%であり、マニュアルを整備しいてもマニュアル通りの運営ができない可能性がある。発電機等からの受電可能期間に関しては、1日滞在においては25%、2日滞在においては20%、3日滞在においては14%であった。このことから、ほとんどに施設で、整備において不足している部分があると考えられ、特に非常用電源の確保が他の項目と比べて低く、ネックだと考えられる。
　一時滞在施設の受入に関する課題の自由記述をアフターコーディングによって分析したものを図5に示す。施設の開設や帰宅困難者の対応に関する懸念が多く、施設開設に関して、施設の特性上、発災時の状況によって開設ができないことを挙げている施設が多い。また、施設の耐震性能や浸水等に懸念があるとの回答もあることから実際の災害時に地域で想定していた受入人数よりも少なくなることが考えられる。前述の非常用電源確保の低さに対して、停電への懸念が少なく、事業者への非常用電源確保の重要性の周知が必要と考えられる。小項目において最も多い回答は運営要員の確保であり、一時滞在施設の運営要員が足りていない施設が多いことが伺える。また、外国人対応やバリアフリー、傷病者対応など要配慮者に対する懸念が見られ、要配慮者に対して、施設ごとで対応することが難しい場合、対応の取れる拠点を用意する必要がある。
３.２ 施設内待機の現状把握
　施設の整備状況に関して表7に示す。日数に関しては、表6と同様に求め、飲料水と食料においては、休日と平日のピーク時の従業員数を基に計算した。飲料水の充足に関して平日では1日で27%、2日で9％、3日で9％であり、休日では1日で45%、2日・3日で27%であった。食料に関しては、平日において1日・2日で45%、3日で36%、休日においては1日・2日で55%、3日で45%であった。飲料水・食料共に平日より休日のほうが、充足率が高い傾向にあるの[image: image4.emf]課題 施設数

要員の確保 5
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想定以上の帰宅困難者への対応 2
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図5　滞留者受入への懸念
表6　一時滞在施設の各種整備状況
	整備
項目
	運営マニュアル
	飲料水
	食料

	
	整備の
有無
	訓練の
有無
	1日
	2日
	3日
	1日
	2日
	3日

	充足率
	49%
	35%
	40%
	30%
	27%
	42%
	31%
	29%

	整備
項目
	災害時使用可能な
トイレの有無
	一人当たり
1.65㎡以上
	受電可能期間

	
	
	
	1日
	2日
	3日

	充足率
	53%
	48%
	25%
	20%
	14%


は、業務地域であるため、休日の従業員等の出社が少ないためと考えられる。災害時に使用できるトイレの有無に関しては、充足率が91%と多くの施設でトイレの備えがなされていた。施設内滞在におけるマニュアルに関しては45%の施設で整備されており、またマニュアルを整備しているすべての施設でマニュアルに基づいた訓練がなされていた。発電機からの受電可能期間においては非常用発電機等の稼働時間から1日24時間の稼働が必要として推計を行った。充足率としては、1日で27%、2日・3日で18%であった。一時滞在施設同様、多くの施設で数日の滞在に必要な整備に不足している部分が見られた。特に受電可能期間の充足率が全体として低く、滞在するうえでのネックになっていると考えられる。このため、従業員等の施設内滞在において、数日の滞在となると、待機させることができない可能性がある。
4. おわりに　
　本研究では、ターミナル駅周辺地域における、自治体、一時滞在施設、新宿駅周辺の施設に対してアンケートを行い、ターミナル駅周辺の滞留者対策の実態を調査した。課題抽出の結果を以下に示す。①一時滞在施設の不足が課題である。多くの地域で想
定している滞留者の人数を受け入れる十分な施設の確保が達成されていない。また、有事の際、施設が被害を受けることや発災時の状況によっては、一時滞在施設を開設できない施設が考えられ、想定されている滞留者より余裕を持った一時滞在施設の確保が必要である。②滞在に関する各種の必要な整備、特に非常用電源の必要性の周知が課題である。一時滞在施設や従業員等の施設内滞在において、滞在が数日に及ぶ場合に、必要となると考えられる食料やトイレ等の備えについて、不足している施設が多く見られた。その中でも滞在における非常用電源の稼働時間の確保が特に低く、ネックとなっていた。それに対し、停電や非常用電源の整備を課題と挙げる施設が少ないため、電源確保の必要性の周知が必要である。③地域内の事業者が積極的な協力を促す制度の拡充が課題である。①②の課題に取り組むにあたって、民間事業者からの協力が必要である。それに対し、計画の現況から、施設の安全性向上につながる防火性能や耐震性能、事業継続等の記載・実施が少なく、滞留者対策に直接的な関わりの深い項目には記載・実施が多い傾向にある。加えて、都市再生安全確保計画の進行において、地域ブランドの向上に繋がっていると感じている自治体は少ない。また、施設側が一時滞在施設の運営における人員の確保を懸念していることや、事故等における施設の責任に関する取り決めがなされていない地域が多い等の課題がある。このため、計画の進行状況として、事業者に対し、メリットとなる部分が進んでおらず、滞留者受入の負担が多い状態である。
以上の課題から、今後、主要ターミナル駅において滞留車対策を進めるため必要なことは、民間施設における滞留者対策の取組を社会貢献として、税制上の優遇等のメリットを付けることである。現在、滞留者対策のソフト面・ハード面に対する補助金制度等はあるが、一部負担であり、有事の際に滞留者対応に人員等を割く等の負担もある。このような状況で、多くの施設にとって、滞留者対策はボランティアのような位置づけになっているものと考えられる。そのため、新宿や池袋等の滞留者の想定が多い地域では、明確なメリットを持たせ、民間施設の積極的な協力を得る必要があると考えられる。
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表1　都市再生安全確保計画の対策項目（グレー部分がソフト対策、白色部分がハード対策）
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図3　施設管理者の故意・過失のない場合の事故等　


の責任（N=23）





表7　新宿駅周辺施設の施設内滞在に対する整備状況
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		1		札幌駅・大通駅周辺地区		-		-		1		40,109		-		1		-				-		46,000		-		1		-				-		17		-		1		-				-		1		-				1		-		-		1		-		-		-		-		滞在者間のソーシャルディスタンス確保のために通常よりも滞在スペースを要することが想定されるため、必要に応じて多くの退避施設の開設を要請する必要がある点で開設に影響する。		-		1				-		-				-		-		-		施設と市で協議して対応。故意、重過失がない場合は基本的に施設管理者に責任はない。				-		-		-		-				-		-		-		-		-		-						ガイドラインでは要配慮者への対応を示している。それを運営に落とし込んでいるかは施設ごとの取り組みであるため不明。

		2		大宮駅周辺地域・さいたま新都心駅周辺地域		-		1				14557		-		1		-				-		30500		-		1		-				-		37		-		1		-				-		1		-				1		-		-		-		-		-		-		-		基本的に、各施設に開設要請をすることの判断に影響はないが、発災前から施設内利用者や従業員に新型コロナウイルス感染者が発生していたなど、要請に対する開設可否の判断には影響する。		-		1				-		-				-		-		1						1		-		-		-				1		1		1		1		-		1				外国人		施設内の案内表示や一時滞在施設マップなどの情報提供の多言語化。		その他		一時滞在施設運営ガイドラインにおいて、要配慮者の特性に応じた誘導方法や、優先スペースの設定などを記載。

		3		池袋駅周辺地域		-		1				22071		-		1		-				-		53000		-		1		-				-		27		-		1		-				-		1		-				1		-		-		-		-		-		-		1				-		1				-		-				-		1		-						-		1		-		-				-		-		-		-		-		-

		4		日本橋室町周辺地区		-		1				5100		-		1		-				-		地震発生直後：16,773人、地震発生後数時間以内13,386人、地震発生数時間後から3日以内5,874人
5,874　人		-		1		-				-		3		-		1		-				-		1		-				-		-		-		1		-		-		-		1				1		-				1		-				-		-		-		施設管理者の免責を原則としている				1		-		-		-				-		1		-		-		-		1				難聴者		難聴者対応スピーカーの準備（検討中）		外国人		情報提供の多言語化

		5		新宿駅周辺地域		-		1				16001		-		1		-				-		50257		-		1		-				-		36		-		1		-				-		1		-				1		-		-		-		-		-		-		1		コロナ蔓延期において災害が発生し、多数の帰宅困難者が発生した場合、区からは事業者に対して開設をお願いせざるを得ないと考える。ただし、事業者の判断で開設を拒否するケースが増加することも想定される。		-		1				-		-				-		1		-						1		-		-		-				1		1		1		1		-		1				全般		要配慮者スペースの確保		全般		一時滞在施設の滞在者にボランティアとして運営補助を依頼（外国人・障害者対応等）		全般		相談窓口の設置		外国人		受入れルールや、受付票等の翻訳（検討中）

		6		大手町・丸の内・有楽町地区		-		1				25000		-		-		1				-		42000		-		-		1				-		22		-		1		-				-		-		1				-		-		-		-		-		-		-		-				1		-				1		-				-		-		-		原則行政の責任だが、施設権利者と協議の上決定する。				1		-		-		-				-		1		-		-		-		1		負傷者応急救護・人命が第一優先。　英語対応や車椅子等の方への配慮。		負傷者		一部帰宅困難者受入施設における仮救護所の設置。医師会との連携による一部仮救護所での医療トリアージ。大手町フィナンシャルシティにおける聖路加メディローカスやアイン薬局との医療連携協定にもとづく、災害時負傷者応急救護。

		7				-		-				-		-		-		-				-		-		-		-		-				-		-		-		-		-				-		-		-				-		-		-		-		-		-		-		-				-		-				-		-				-		-		-						-		-		-		-				-		-		-		-		-		-

		8		東京都心・臨海地域（虎ノ門地区）		1		-				9970		-		1		-				-		5320		-		1		-				-		7		-		1		-				-		1		-				1		-		-		-		-		-		-		1				-		1				-		-				-		1		-						-		-		-		1				-		-		-		-		-		-

		9				-		-				-		-		-		-				-		-		-		-		-				-		-		-		-		-				-		-		-				-		-		-		-		-		-		-		-				-		-				-		-				-		-		-						-		-		-		-				-		-		-		-		-		-

		10				-		-				-		-		-		-				-		-		-		-		-				-		-		-		-		-				-		-		-				-		-		-		-		-		-		-		-				-		-				-		-				-		-		-						-		-		-		-				-		-		-		-		-		-

		11		大崎駅周辺地域		-		1				非公表 ヒコウヒョウ		-		1		-				-		43219		-		1		-				-		非公表 ヒコウヒョウ		-		-		-		1		-		1		-				1		-		-		1		-		-		-		-		退避施設の安全面、運営面で支障がない		1		-				1		-				-		-		1						1		-		-		-				-		-		-		-		-		1				外国人		・ハラール認証物資の備蓄・翻訳機を使用した駅周辺滞留者への情報提供

		12		川崎駅周辺地域		-		1				非公表 ヒコウヒョウ		-		1		-				-		19000		-		1		-				-		12		-		1		-				-		-		1				-		-		-		-		-		-		-		-				-		1				-		-				-		-		-				1		1		-		-		-				1		1				1		-		1				外国人		駅職員による翻訳機を用いた誘導		要配慮者		可能な範囲で駅から近接する一時滞在施設への誘導を訓練から行っている。

		13		横浜駅周辺地区		-		1				非公表 ヒコウヒョウ		-		1		-				-		33000		-		1		-				-		12		-		1		-				-		1		-				-		-		-		1		-		-		-		1				1		-				1		-				-		-		1						1		-		-		-				1		1		1				-		-				高齢者、障害者、乳幼児、妊婦		状況に応じた、場所の提供など特段の配慮を可能な限り実施するよう協定締結企業へ依頼		外国人		情報提供の多言語化などを検討するよう協定締結企業に依頼

		14		みなとみらい21地区		-		1				14000		-		1		-				-		27000		-		1		-				-		23		-		1		-				-		-		1				-		-		-		-		-		-		-		-				1		-				1		-				-		-		-		行政と施設管理者間での取り決めはない。行政も施設管理者も責任を負うことはできないので、施設利用者に対し、「施設内での事故に対し、施設管理者は責任を負わない」旨の同意書を記載して頂いている。				1		-		-		-				-		-		-		-		-		-		地区共通ﾏﾆｭｱﾙ｢災害時行動ｶﾞｲﾄﾞ(第4版)｣P13等に従い、各施設毎に方針を決め対応　		女性、乳幼児、障害者		状況に応じた個別スペース確保の検討、毛布や哺乳瓶、お湯等必要物資の確保を依頼		外国人		情報提供の多言語化などを検討するよう協定締結企業に依頼

		15		本厚木駅周辺地域		-		1				未定 ミテイ		-		-		1				2730		7430		-		-		1				-		5		-		1		-				-		1		-				1		-		-		-		-		-		-		1				-		1				-		-				-		1		-						1		-		-		-				1		1		1		1		-		1				高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦		別室を設ける		外国人		情報提供の多言語化		-		-		-		-

		16		辻堂駅周辺地域		-		1				1227		-		-		1				-		3235		-		1		-				-		3		-		1		-				-		1		-				1		-		-		-		-		-		-		1				1		-				1		-				-		-		1						1		-		-		-				-		1		1		1		-		-				b. 障害者　　c. 乳幼児　　d. 妊婦		可能な施設では、個室等を確保し、授乳等における利用やプライバシーの確保等を考慮している。

		17		名古屋駅周辺地域		-		1				25000		-		1		-				-		42000		-		1		-				-		41		-		1		-				-		1		-				1		-		-		1		-		-		-		1		発災時、帰宅困難者が多数発生している以上は退避施設を開設しなくてよいという判断は恐らく無いが、施設の規模や設備によっては新型コロナウイルス等感染症の拡大防止に適切に対応できない場合があり、そのような施設は施設管理者の判断で開設されないことが想定される。		-		1						-				-		-		-		法律に則る				-		-		1		-				-		-		-		-		-		1				外国人		情報提供の多言語化

		18				-		-				-		-		-		-				-		-		-		-		-				-		-		-		-		-				-		-		-				-		-		-		-		-		-		-		-				-		-				-		-				-		-		-						-		-		-		-				-		-		-		-		-		-

		19		千里中央駅周辺地域		-		1				-		-		-		-		1		-		2000		-		1		-				-		0		-		-		-		1		-		-		-		1		-		-		-		-		-		-		-		-				-		-		1		-		-				-		-		-				1		-		-		-		1				-		-		-		-		-		-

		20		大阪ビジネスパーク駅周辺		-		1				38000		-		1		-				-		16000		-		1		-				-		5ブロック		-		1		-				-		1		-				-		-		1		1		-		-		-		1				1		-				-		1				-		-		1						1		-		-		-				1		1		1		1		-		-				高齢者・妊婦・子供等		優先してエリア内の一時滞留スペース（屋内）へ誘導

		21		大阪駅周辺地域		-		1				1200		-		1		-				-		70000		-		1		-				-		1		-		1		-				-		1		-				-		-		-		-		-		-		-		-				-		1				-		-				-		-		1						-		-		-		1				-		-		-		-		-		-

		22		中之島		-		1						-		-		-		1		-		25000		-		1		-				-		3		-		1		-				-		-		1				-		-		-		-		-		-		-		-				-		1				-		-				-		-		1						-		-		-		1				-		-		-		-		-		-

		23		御堂筋周辺地域		-		1				1060		-		1		-				-		1900		-		1		-				-		0		-		1		-				-		-		-		1		-		-		-		-		-		-		-		-				-		1				-		-				-		-		1						-		-		-		1				-		-		-		-		-		-

		24		大阪コスモスクエア駅周辺地域		-		1						-		-		-		1		-		平日15,500人、休日42,000人		-		1		-				-		4		-		1		-				-		1		-				-		-		1		-		-		-		-		1				1		-				-		1				-		-		1						-		-		1		-				1		1		1		1		1		1		感染症の感染者				今後、検討が必要と考えています。

		25		神戸三宮駅周辺・臨海地域		-		1				17000		-		1		-				-		-		-		1		-				-		22		-		1		-				-		1		-				1		-		-		-		-		-		-		-		一時滞在施設協定事業者の状況次第で開設協力を頂いているが、コロナ感染を危惧する意識があるため、開設に影響すると思われる。		1		-				1		-				-		-		-		損害負担については、都度協議となる。　施設管理者は事故等の責任を負わない。				-		-		1		-				-		-		-		-		-		-						要件を含めて検討中

		26		天神・博多駅周辺地区 テンジン		-		1				23467						1						38000		-		1		-				-		20		-		1		-				-		1		-				1		-		-		-		-		-		-		-		感染症対策の実施可否		1		-				地震時と同じで考えている		-				-		-		1						-		-		1		-				1		1		1		1		1		-						検討中

		現在 ゲンザイ				1		20		1		0		0		15		4		3		0		0		0		20		2		0		0		1		0		20		0		2		0		16		4		2		11		0		2		6		0		0		0		10		7		10		11		1		8		2		0		0		4		10		6		2		11		1		4		5		0		8		11		8		8		2		9		3

		22				5%		91%		5%		0%		0%		68%		18%		14%		0%		0%		0%		91%		9%		0%		0%		5%		0%		91%		0%		9%		0%		73%		18%		9%		69%		0%		13%		38%		0%		0%		0%		45%		32%		45%		50%		5%		80%		20%		0%		0%		18%		45%		27%		9%		50%		5%		18%		23%		0%		36%		50%		36%		36%		9%		41%		14%





未回答者込み

		



作成している

作成していない

未回答

感染症対策に関するマニュアルの作成 N=26



あふれ率

		



変更している

変更していない

変更を検討中

未回答

想定受入人数の変更 N=26



		



変更している

変更していない

変更を検討中

未回答

帰宅困難者の想定人数の変更 N=26



		



変更している

変更していない

変更を検討中

未回答

退避施設数の変更 N=26



		



施設開設の判断　N=15



		



開設する

開設しない

未回答

地震以外での施設開設 N=26



		



決まっている

決まっていない

未回答

地震以外での施設対応 N=10



		



施設管理者の責任

行政の責任

決まっていない　

その他

未回答

退避施設内で発生した事故等の責任 N=26



		



実施している

実施していない　

検討中

分からない

未回答

要配慮者対策 N=26



		



対象にしている要配慮者



		地域 チイキ		協定の受入人数の合計		滞留者の想定人数 タイリュウシャニンズウ		あふれ率 リツ

		札幌駅・大通駅周辺地区		40,109		46,000		115%

		大宮駅・さいたま新都心周辺地域		14,557		30500		210%

		池袋駅周辺地域		22,071		53,000		240%

		日本橋室町周辺地区		5,100		13386		262%

		新宿駅周辺地域		16,001		50,257		314%

		大手町・丸の内・有楽町地区		25,000		42,000		168%

		虎ノ門地区		9,970		5,320		53%

		みなとみらい21地区		14,000		27,000		193%

		辻堂駅周辺地域		1,227		3,235		264%

		名古屋駅周辺地域		25,000		42,000		168%

		大阪ビジネスパーク駅周辺		38,000		16,000		42%

		大阪駅周辺地域		1,200		70,000		5833%

		御堂筋周辺地域		1,060		1,900		179%

		天神・博多駅周辺地区 テンジン		23,467		38,000		162%






